
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE FEED ONE CO,.,LTD.

最終更新日：2016年7月6日
フィード・ワン株式会社

代表取締役社長 山内 孝史

問合せ先：常務執行役員管理本部総務人事部長 西川 哲也

証券コード：2060

http://www.feed-one.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社グループは、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置づけ、企業価値の増大を図りつつ、株主をはじめ企業を取り巻く顧客、取引
先、地域社会、従業員等のステークホルダー（利害関係者）の信頼を得るために、経営の効率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営体制を
確立することを基本方針としております。

コードの各原則について全てを実施しております。

コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次のとおりです。

【原則１－４】
当社は、国内外での競争に勝ち抜き持続的に成長していくため、事業に関わる企業との関係の維持・強化が必要であると考えております。このた
め当社は、事業戦略・財務戦略、取引先との事業上の関係などを総合的に勘案し、政策保有株式を保有しております。
また、政策保有株式の議決権行使について社内規程において明確な決裁権限を定めており、その議決権行使の判断の過程において中長期的な
視点での当社及び投融資先企業における持続的成長と企業価値向上に資する提案であるかを検討しております。
当社取締役会は、年1回以上政策保有株式の投資メリット・経済合理性・取引の安定強化への貢献度、株式保有リスク等を総合的に評価し、保有
意義の見直しを行うことを規程化しています。

【原則１－７．関連当事者間の取引】
当社は、会社と役員、主要株主との取引について、市場価格や他社比較など一定の合理性を有する条件で取引することを原則としております。
また、年に1度以上役員に関連当事者取引の有無を確認しており、上記の取引を行う場合には必ず取締役会で経済合理性について検証し、承認
をしております。

【原則３－１．情報開示の充実】
・会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
当社グループは、「Feedをはじめの一歩として、畜・水産業界の持続的発展に貢献し、食の未来を創造します」を経営理念として掲げております。
そのような経営理念の下、畜水産生産者の皆様へは、生産性に寄与する高品質・低コストな製品の供給、消費者の皆様には「川上から川下へ」
会社独自の事業を活かして安定的に安全・安心な食品の供給を行う配合飼料業界のリーディングカンパニーを目指してまいります。なお、当社の
経営理念、経営計画につきましては当社ホームページ上に記載しておりますので、ご参照ください。

○経営理念（http://www.feed-one.co.jp/company/philosophy/）
○経営計画（http://pdf.irpocket.com/C2060/GvsA/Yjsh/qf23.pdf）

・コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
当社グループは、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置づけ、企業価値の増大を図りつつ、株主をはじめ企業を取り巻く顧客、取引
先、地域社会、従業員等のステークホルダー（利害関係者）の信頼を得るために、経営の効率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営体制を
確立することを基本方針としております。
・報酬決定、指名等を行うに当たっての方針
当社は、経営陣幹部・取締役の報酬については適正な業績評価に応じた業績連動型報酬の仕組みを組込み、毎年の実績、会社業績等を勘案し
決定することを方針としております。
また、経営陣幹部の選任及び取締役・監査役の指名については、各候補者の有する能力、資質、実績等を総合的に勘案すること、また、社外役
員については、加えて客観的な視点から意見を頂ける方を指名することを方針としております。
・上記方針にかかる手続
当社では、社外取締役を主たる構成員とする「指名・報酬会議」を設置し、取締役候補者の選定及び取締役の報酬体系等に関してその適切性等
の検討を行います。
取締役会は、指名・報酬会議の答申を含む上記手続きを経て取締役・監査役候補者の選定、取締役報酬の決定を行います。
なお、取締役・監査役の選任議案において個々の選任・指名の理由について説明を行ってまいります。

【補充原則４－１－１】
当社では、取締役会において経営陣に対する委任の範囲を定めた職務権限規程を制定し、経営の基本方針となる中期経営計画や重要な資本政
策等一定の基準を設けて、取締役会で決定する事項、経営陣に決定を委任する事項を定めております。

【原則４－８．独立社外取締役の有効な活用】
当社は事業の規模や内容、役員構成を踏まえて有効な独立役員の選任を行ってまいります。そのような考えの下、独立社外取締役を2名選任し
ております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】
当社は、独立した社外取締役及び社外監査役の選任に当たっては、株式会社東京証券取引所が定める独立性に関する判断基準を適用しており
ます。

【補充原則４－１１－１】
当社は、現行の取締役会の構成が、迅速な意思決定ができる適正な規模と考えております。また、取締役候補者については、取締役会における



２．資本構成

【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

多角的な議論を可能とするため、豊富な業界の知識、会社経営、法律等の専門的な知見等、多様な知見を有している方を選定しております。

【補充原則４－１１－２】
当社は毎年役員の兼務状況について事業報告で開示しておりますので、下記ＵＲＬをご参照ください。
（http://pdf.irpocket.com/C2060/FgNv/FHOM/cmeC.pdf）

【補充原則４－１１－３】
取締役会全体の実効性について、代表取締役は社外を含む全ての取締役・監査役に対する意見調査等を実施し、取締役会は調査内容を分析・
評価し、取締役会運営の改善に努めていきます。当社が設立されました2014年度（10月1日設立）において取締役会は9回開催され、経営戦略、コ
ーポレートガバナンス、統合シナジーの検証等の重要な経営課題、業務執行について活発な議論を行いました。現在の当社の取締役会は全体と
して実効性があると評価しております。

【補充原則４－１４－２】
取締役においては、取締役の自己研鑽の推奨のほか、外部専門家等を活用して、取締役の多様な能力向上のため就任時及びその後継続的に
定期的な研修会を実施いたします。
監査役においても同様に、上記研修会への参加のほか、加入外部団体の開催する講習会への出席をしております。
また、社外取締役・監査役に対しては、会社の事業への理解を深めることを目的として、上記に加え、会社の業務内容の説明、事業場の視察など
を必要に応じて行っております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】
当社は、投資家が適切な投資判断を形成するために必要な情報を、適時適切且つ公正に開示していくことを基本方針としております。また、今後
は株主・投資家の皆様との対話による双方向コミュニケーションの更なる充実を目指してまいります。
・当社は経営企画部をＩＲ担当窓口としておりますが、必要に応じて経営企画部担当取締役との面談を検討してまいります。
・当社は経営企画部担当取締役を中心として、経営企画部・財務経理部・総務人事部が連携して投資家向け決算説明やＨＰ開示の充実等株主と
の対話を促進する取り組みを検討しております。
・建設的な対話に向けた機関投資家からの面談の申込みについては、経営企画部をIR担当窓口として前向きに対応をしてまいります。その他、決
算説明会や会社説明会などIRイベントの実施にも取り組んでまいります。
・IR活動における株主の皆様の意見・懸念は、代表取締役に定期的に報告をしております。また、経営企画部担当取締役より、取締役会への報
告を実施し、投資家目線を経営に生かすことで企業価値向上に努めます。
・インサイダー情報の管理については社内規程を制定し、全社に周知徹底を図るとともに、決算期などの一定期間における対話を制限するなど厳
格に運用しております。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三井物産株式会社 49,192,080 24.92

有限会社大和興業 5,734,960 2.91

株式会社横浜銀行 5,578,900 2.83

ケイヒン株式会社 5,235,878 2.65

東京海上日動火災保険株式会社 4,287,059 2.17

農林中央金庫 4,202,880 2.13

朝日生命相互会社 4,019,840 2.04

株式会社みずほ銀行 3,603,632 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,360,300 1.70

株式会社ヨンキュウ 3,000,060 1.52

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

―――

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数 500人以上1000人未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

―――

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

岡田康彦 弁護士

石塚章夫 弁護士

山田重人 他の会社の出身者 ○ ○

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

岡田康彦 ○

岡田康彦氏は、北浜法律事務所の代表
社員であります。
なお、当社と同氏及び同事務所との間に
顧問契約等の取引関係、その他利害関
係はありません。

岡田康彦氏は、東京国税局や証券取引等監
視委員会において培った金融商品取引法等の
専門知識やその経験を当社のコンプライアン
ス体制の更なる強化に活かしていただくととも
に、弁護士として当社の理論に捉われず、法
令を含む企業社会全体を踏まえた客観的な視
点で、独立性をもって経営の監視を遂行する
に適任であり、そのことにより、取締役会の透
明性の向上及び監督機能の強化に繋がるも
のと判断し、選任しております。
また同氏は、経営陣との間で特別な利害関係
を有しておらず、一般株主と利益相反の生じる
恐れがないと判断し独立役員として指定いたし
ました。

石塚章夫氏は、裁判官の経験及び法律の専
門的知識を活かし当社の理論に捉われない忌



【監査役関係】

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会社との関係(1)

石塚章夫 ○

石塚章夫氏は、弁護士及び獨協大学法
科大学院非常勤講師であります。
なお、当社と同氏との間に顧問契約等の
取引関係、その他利害関係はありませ
ん。

憚のない意見を頂戴することにより、法令を含
む企業社会全体を踏まえた客観的な視点で、
独立性をもって経営の監視を遂行するに適任
であります。そのことにより、当社の取締役会
の透明性の向上及び監督機能の強化に繋が
るものと判断し、選任しております。
また同氏は、経営陣との間で特別な利害関係
を有しておらず、一般株主と利益相反の生じる
恐れがないと判断し独立役員として指定いたし
ました。

山田重人

山田重人氏は、三井物産株式会社食料
本部食料事業第一部長であり、特定関係
事業者（主要な取引先）の使用人でありま
す。当社グループは同社より配合飼料の
主原料であるトウモロコシ等の購入を行っ
ている一方で、同社は当社グループの配
合飼料の一部の販売窓口となっておりま
すが、取引は定常的に発生しているもの
であり、社外取締役個人が直接利害関係
を有するものではありません。

山田重人氏は、三井物産株式会社において主
に食品流通事業に携わった業務経験並びに飼
料穀物に対する知見を活かして、当社の事業
活動に幅広い視野から助言をいただくことで、
当社の経営体制の強化につながると判断し、
選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 4 名

内部監査部（人員8名）は社長が直轄する部門として、当社グループの内部監査及び内部統制評価を行っております。また、その活動に当たって
は、当社及び当社グループに対し必要に応じて、質問、往査を行うほか、監査役及び会計監査人と定期的又は必要に応じて情報交換を図ってお
ります。
監査役は毎月開催される取締役会に出席し、取締役の意思決定、業務執行に対する監視及び監督を行うほか、経営会議、グループ戦略会議等
の社内の重要な会議に出席し、適宜意見を述べるなどしております。
また、年間スケジュールに基づき提出会社の業務監査を実施するとともに、関係子会社の監査役と連携して業務執行の監査を補助し、グループ
における監査機能強化に努めております。
監査役と内部監査部及び会計監査人とは定期的に意見交換等を行うとともに、監査役会は決算の都度、会計監査人から監査報告の詳細な報告
及び説明を受け、監査の方法及び結果が相当であるかどうかの検討をしております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

吉村博美 他の会社の出身者 △ △

椿 勲 公認会計士

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



会社との関係(2)

【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

吉村博美 ―
吉村博美氏は、金融機関で培った経営・財務
に関する幅広い見識を当社の監督体制強化に
活かしていただくため、選任しました。

椿 勲 ○

椿勲氏は株式会社椿総合経営研究所の
代表取締役でありますが、同氏及び同社
との取引関係、その他利害関係はありま
せん。

椿勲氏は、公認会計士として培われた専門
的な知識・経験等を、当社の監査に反映してい
ただくため選任しました。また、同氏は、経営陣
との間で特別な利害関係を有しておらず、一般
株主と利益相反の生じる恐れがないと判断し
独立役員として指定いたしました。

独立役員の人数 3 名

当社は独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況 その他

取締役の報酬につきましては、各取締役の地位、経験その他各種の要素を勘案するほか、適正な業績評価に応じた連動型報酬の仕組みを組込
み、毎年の実績、会社業績等を勘案し決定することを方針として、取締役会で決定しております。

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

当社は、取締役及び監査役の報酬は株主総会の決議によって定めるものとします。
平成27年6月26日開催の第1期定時株主総会の決議に基づき、当社の取締役の報酬等の額は年額300百万円以内（うち、社外取締役分は年額3
0百万円以内）、監査役の報酬等の額は、年額90百万円以内と定めております。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まないものとして
おります。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

取締役の報酬額につきましては、求められる能力及び責任に応じた水準を、会社業績、世間水準及び従業員給与とのバランスを勘案して、役位
別の基本報酬として設定しております。各取締役の報酬額は、その職務執行状況及び業務成績に応じて個人別に支給額を設定することとしてお
ります。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

各監査役の報酬額につきましては、その役割を考慮し、優秀な人材を登用・確保するための基本報酬で構成することとしております。

社外取締役及び社外監査役に対しては、総務人事部が窓口となり各種連絡、情報提供等を行っております。
また、監査役会の事務局を総務人事部が行っております。

(1)業務執行の機能に係る事項
取締役会は、業務執行における重要な意思決定を司り、取締役・監査役の参加により原則月1回実施しております。また、経営に関する重要な案
件につき十分な検討を行うため、取締役会参加メンバーに加え、執行役員が参加する経営会議を原則月1回以上、監査役4名が参加する監査役
会を原則月1回実施しております。
当社は、コンプライアンス委員会、与信委員会等重要案件を検討する委員会を設置するとともに、社外監査役2名を含む監査役監査により、経営
の監視体制を整備しております。
(2)監査機能に係る事項
監査役会は原則として毎月開催され、監査役会において定められた監査計画に従って行われた各監査役の監査の方法及び結果が報告される
ほか、各部門長から業務の状況について報告を受け、必要に応じ各支店、工場及び関係会社を往査しております。
監査役と会計監査人及び内部監査部門との連携強化を図るとともに、監査役会の事務局を設置し監査役の職務をサポートする体制を整えており
ます。
外部監査は、有限責任監査法人トーマツを選任しており、当社の会計監査業務を執行する公認会計士は、以下のとおりです。
指定有限責任社員 業務執行社員 片岡 久依
指定有限責任社員 業務執行社員 水野 雅史
指定有限責任社員 業務執行社員 鴫原 泰貴

当社は意思決定の迅速化、業務執行の合理化、効率化と監督機能の強化の両立を目指し、執行役員制度の導入や経営会議等により合理化を
図る一方、取締役会で経営リスク管理体制の強化並びに経営の透明性を確保することを目的とし、社外取締役を選任しております。また監査役
会制度を採用し、監査役4名の内2名を社外監査役とすることで当社の経営・業務執行の意思決定につき、中立の立場で客観的に経営監視を行
える体制としております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 当社は、定時株主総会における株主総会招集通知の早期発送を予定しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年1回以上の決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載 決算短信、事業報告書をはじめ、適時開示資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部が行っております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

フィード・ワングループ社員行動規範を定め、当社グループの役職員の社会的責任、企業倫理
を示しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
ＣＳＲ活動として国産畜産物の正しい理解を深めるための食育活動を実施しております。また、
水産資源保護の観点から、低魚粉飼料の開発、クロマグロの完全養殖事業など、事業特性に
合った課題解決に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1)当社グループの取締役会は、法令、定款、株主総会決議、社内諸規程に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執
行を監督する。
(2)当社グループの取締役、執行役員及び使用人が法令等を遵守し、適切な企業活動を推進することを目的にフィード・ワングループ社員行動規
範の周知を図る。
(3)監査役は、会計監査人及び内部監査部と連携して取締役の職務の執行を監査する。
(4)内部通報制度規程を当社グループに周知するとともに、毎年の通報状況について定期的に当社取締役会へ報告する。
(5)コンプライアンス委員会において、当社グループのコンプライアンスに関する諸問題を調査・審議して行動方針等を決定し、当社グループへ指
示並びに周知を行う。
(6)当社グループは市民社会に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、決して反社会的取引は行わない。また、これら反社会的勢
力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で対応する。

2 取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1)当社グループの取締役、執行役員及び使用人の職務に関する文書の管理は、適用される法令、文書管理規程等に基づき、重要な文書・記録
を適切に保存及び管理する。
(2)当社グループの個人情報の取扱いについては、個人情報保護規程に基づき管理する。
(3)当社グループの企業秘密の取扱いについては、営業秘密保持規程に基づき管理する。

3 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1)当社グループの製品、商品の安全性等品質上のリスク発生を防止するため、品質保証部を中心とした品質管理体制を組織する。
(2)当社グループの事業展開に伴い生じるリスクを管理するため、各部門が債権管理規程、稟議規程等の関連規程に基づき、リスク管理を行い、
経営企画部がリスク情報を統括して、取締役会等への定期的な報告を行う。

4 取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1)意思決定・監督機能と業務執行機能を分離して機能の明確化と経営の迅速化を図るための執行役員制度を設ける。
(2)意思決定・監督機能と業務執行機能との間で共通認識を確保し、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、関連法規の遵守を図るため、
重要事項については、経営会議の審議を経て毎月開催される取締役会において意思決定を行う。
(3)当社グループは、業務分掌規程、職務権限規程等の社内規程に基づき区分し、それぞれの担当部門の責任者がその権限と責任に従い適切
に運営する。

5 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
(1)代表取締役及び関係する取締役、執行役員並びに使用人が出席するグループ戦略会議及び関係会社管理規程、職務権限規程等に基づきグ
ループ各社の業務の執行を管理する。
(2)業務ラインから独立した内部監査部に定期的な当社及び当社グループ各社の内部監査を実施させ、内部統制システムの運用及び整備の状
況を調査し、その調査内容、改善事項等を当社取締役会に報告する。

6 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役会の事務局を総務人事部とするほか、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役の職務を補助するため
の使用人を置く。

7 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、監査役の職務を補助するための使用人の職務の独立性を阻害しないよう留意するとともに、総
務人事部の担当取締役は、監査役の職務を補助するための使用人の人事について、あらかじめ監査役会の同意を得る。

8 取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
(1)取締役、執行役員及び使用人は、監査役が取締役会のほか経営会議、グループ戦略会議等の社内の重要な会議に出席し適時報告を受けら
れる体制を整えるとともに、監査役の求める定期報告や重要な稟議書、議事録などの書類の回付等により、経営の意思決定及び業務執行の状
況を監査役に報告する。また、監査役が当社グループの業務の執行状況に関し説明を求めたときは、当社グループの取締役、執行役員及び使
用人は迅速かつ的確に対応する。
(2)当社グループの取締役、執行役員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社グループの経営に著しい影響を及ぼす事象の発
生を認識したときは、監査役に対し速やかに報告する。

9 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社グループは、監査役へ相談通報したことを理由として、いかなる不利益を与える取扱いも行わない。

10 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務
が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

11 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役及び取締役は、監査役と定期的に意見交換を行うとともに、監査役監査の重要性を認識し、監査役が会計監査人及び内部監査部と
連携して取締役の職務の執行を監査できるよう監査業務への協力体制を整える。

当社は、反社会的勢力排除に向けて、次のとおり体制を整備し、適宜検証又は改善に努めます。
(1)当社はグループ社員行動規範において、反社会的勢力と一切の関係を遮断し、決して反社会的取引は行わない旨を定めております。
(2)当社は、反社会的勢力排除に向け、総務人事部を中心として関係各機関の研修に参加する他、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社
を挙げて毅然とした態度で対応する体制整備を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 なし

―――

適時開示体制について
当社では、投資判断に影響を与える発生事実、決定事実、決算情報が発生した場合等の重要情報の開示については、金融商品取引法等の諸法
令ならびに、当社が株式を上場している金融商品取引所の定める「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に従い、以
下の様な運用体制により、適正な情報開示を行っております。
(1)発生事実
当社及び関係会社にて発生した重要情報は、社内規程（内部情報管理規程及び関係会社管理規程）に従い当該重要事実の発生部門・関係会社
より各主管部門の責任者に適時に報告されると共に、当社グループのリスク統括・関係会社管理部門である経営企画部に適時に報告され、当該
重要情報が経営企画部に集約される体制となっております。経営企画部長は、情報取扱責任者である総務人事部長と共に管掌役員並びに所管
部門長と当該情報の適時開示の要否、時期・方法等につき速やかに協議を行い、当該重要事実につき適時開示が必要と判断された場合は、社
長の承認を得て、総務人事部長より当該情報を遅滞なく開示しております。
(2)決定事実
当社グループの稟議統括部門である経営企画部が社内規程（稟議規程、内部情報管理規程及び関係会社管理規程）に従い、当社及び連結子
会社にて決定した重要情報を集約し、適時開示が必要となる可能性がある重要事実については、情報取扱責任者である総務人事部長、管掌役
員及び所管部門長と速やかに協議を行い、適時開示の要否を判断する体制となっております。当該重要事実につき、適時開示が必要と判断され
た場合には、当該情報の開示時期・方法等につき速やかに決定の上、社長の承認を得て、総務人事部長より当該情報を遅滞なく開示しておりま
す。
(3)決算情報
当社の財務経理部にて決算財務数値を作成し、また総務人事部にて定性情報を取り纏め、取締役会の承認を得たあと、財務経理部にて速やか
に適時開示手続きを行っております。

会社の機関・内部統制システムについて
会社の機関・内部統制システムを図に示すと以下のとおりです。


